
潟上市立保育所・認定こども園等の再編に関する基本方針【概要版】

 市立園のあり方については、平成21年に策定した「潟上
市幼保一体化施設基本計画」において、将来的に民営化を
検討するとしているほか、令和元年策定の「潟上市公共施
設等総合管理計画個別施設計画」においても、中長期マネ
ジメント計画として、市立園の民営化、指定管理等を十分
に検討するとしています。
　この基本方針は、今後の児童等の推移及び保育需要の地
域偏在を踏まえ、持続可能な保育提供のため、効率的な運
営を行うための施設の再編の具体的方針について策定する
ものです。

 未就学児童数の推計や市立５園の保育士数の減少に伴
う定員充足率の低下により、保育の受け皿の確保が困難
な状況にあることから、市立園再編の基本方針を次のと
おりとします。
⑴　市立園は各中学区１園に再編し、学区内の教育・保
　育施設における拠点施設として機能の充実を図る。
⑵　羽城中学区の若竹幼児教育センターと昭和こども園
　を令和９年４月に統合する。
⑶　追分保育園は民間事業者へ令和９年４月に移管する。
⑷　追分保育園の運営は民設民営方式とする。
⑸　統合や民間への円滑な移行のための引継ぎ保育期間
　を設定する。

１　再編基本方針について

（参考）潟上市教育・保育施設の再編の経過

⑴　用地や建物等
　①　用地は有償貸与とし、売却も可能とする
　②　建物及び備品は無償譲渡とし、必要な改修
　　等は事業者が行う
⑵　事業者の選定方法
　　学識経験者や保育現場経験者等の専門家を審
　査委員とした、プロポーザル方式により選定
⑶　民間事業者移管後の市の責任
　①　定期的な報告を求めるほか、実地調査を行
　　い、必要に応じて指導や改善を指示する
　②　移管後における保育内容について、保護者　
　　アンケート調査を実施し、運営状況の評価を
　　公表する
　③　移管条件の実施状況や変更、新たな保育の
　　導入について事業者と協議する
　④　市が開催する会議や研修への参加を義務づ
　　ける

３　市立園の民営化について

４　再編スケジュールについて

【令和６年度】
　10月　・保護者への経過報告とサウンディング市場調査　　　
　２月　・基本方針およびプロポーザル実施要領策定
　３月　・保護者へ経過報告
【令和７年度】
　４月　・保護者説明会
　５月　・移管事業者の公募開始
　７月～・移管事業者選定
　９月　・移管事業者の公表および保護者説明会
　　　　・移管について協議開始（保護者・市・事業者）　
【令和８年度】
　４月　・引継ぎ保育開始
　８月　・認可についての事前協議開始
　２月　・県審議会へ認可を諮問
　３月　・県審議会から答申を受け認可
令和９年４月　移管完了

【令和６年度】
　３月　・基本方針の策定、保護者・地域へ説明会
【令和７年度】
　４月　・土曜日共同保育開始
　９月　・保護者説明会
　　　　・合同保育について協議開始（保護者・園・市）　
【令和８年度】
　10月　・合同保育開始
　12月　・県へ変更申請
令和９年４月　統合

R8からは現在の保育士数から推計
令和７年度は市全体における定員充足率は56.7%、再編後
の定員充足率は75.9%の見込み

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

市全体 72.9% 73.3% 70.7% 61.9% 56.7% 55.8% 75.9%

施設名 平成17年度～20年度

 追分保育園
 令和9年4月
 民間事業者へ移管

 追分乳児保育所

 天王幼稚園

 二田保育園

 湖岸保育園

 出戸幼稚園

 昭和中央保育園

 昭和西保育園

 昭和東保育園

 若竹幼児教育センター

平成21年度～30年度 令和元年度～

     H19年10月 認定こども園認可

  平成30年4月
  昭和こども園開園

 令和9年4月
 昭和こども園 
 若竹幼児教育センター
 統合

公立園

 追分保育園

 二田保育園

 昭和西保育園

 天王幼稚園

 追分乳児保育所

 湖岸保育園

 出戸幼稚園

 昭和中央保育園

 昭和東保育園

 若竹幼児教育センター 平成19年10月 認定こども園へ

平成30年4月
昭和こども園

開園

平成24年4月 出戸こども園開園

令和3年9月
天王こども園開園

令和9年4月
民間移管

平成23年4月
追分保育園開園

令和9年4月
昭和こども園

若竹幼児教育
センター統合

⑴　待機児童の解消
⑵　延長保育等の多様な保育サービスの提供
⑶　保育士不足の解消
⑷　施設管理費の抑制

２　再編による効果

令 和 ７ 年 ４ 月
子 育 て 応 援 課


